非常災害対策計画

	施 設 名
	放課後等デイサービスすろわ

	所 在 地
	和水町上十町105

	電話番号
	℡　０９０－2850－0559
	FAX番号
	0968-41-5844

	メールアドレス（代表）
	mail@kumamoto-sws.com


20２０年６月作成
放課後等デイサービスすろわ
（特定非営利活動法人くまもとスローワーク・スクール）
はじめに
昨今の異常気象に伴う災害で、児童福祉施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底について（雇児総発0909第2号　厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）検討する必要が出てきています。
当事業所も近接した十町川が４０年前の大雨の折に堤防が決壊、周辺の山崩れが発生しており、特に梅雨時はかなり警戒する必要があります。
地形等
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（１）施設の立地条件
・浸水想定区域（和水町十町地区）
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　土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域　※　県管理河川の洪水浸水想定区域
	　災害危険区域等
	該当の有無
	区域等の名称

	洪水浸水想定区域
	無
	

	土砂災害警戒区域
	無
	

	土砂災害特別警戒区域
	無
	


（２）災害に関する情報の入手方法

　　ア　市町村から発令される避難情報の入手方法
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	種類
	対　　　応

	基本
避難準備・高齢者等避難開始


	・夜間に大雨が予想される場合は、暗くなる前に避難する。
・（災害時）要配慮者は、立ち退き避難する。

・立ち退き避難の準備を整えるとともに、以後の防災気象情報、水位情報等に注意を払い、心配な場合、自発的に指定緊急避難場所への避難を開始することが望ましい。避難準備・障がい児等避難開始の段階から主要な指定緊急避難場所が開設される。
・特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険性がある区域や急激な水位上昇のおそれがある河川沿いでは、避難準備が整い次第、当該災害に対応した開設済みの指定緊急避難場所へ立ち退き避難することが強く望まれる。

	避難
勧告
	・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ立ち退き避難する（ただし、土砂災害や水位周知河川、小河川・下水道等（避難勧告発令の対象とした場合）による浸水については、突発性が高く精確な事前予測が困難であるため、指定緊急避難場所の開設を終える前に、避難勧告が発令される場合があることに留意が必要である）。
・小河川・下水道等（避難勧告発令の対象とした場合）による浸水については、危険な区域が地下空間や局所的に低い土地に限定されるため、地下空間にいる場合は安全な区域に速やかに移動する。
・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判断する場合には、「緊急的な待避場所」（近隣のより安全な場所、より安全な建物等）への避難や、少しでも命が助かる可能性が高い避難行動として、「屋内での安全確保措置」（屋内のより安全な場所への移動）をとる。

	避難指示（緊急）
	・避難の準備や判断の遅れ等により、立ち退き避難を躊躇していた場合は、直ちに立ち退き避難する。
・指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判断する場合には、近隣のより安全な建物等への避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、屋内でもより安全な場所へ移動する安全確保措置をとる。


　　　※　二重下線は、社会福祉施設等が特に留意すべき部分です。
イ　災害に関する情報の入手方法
　　　　気象庁、県及び国土交通省河川管理事務所等から、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報、指定河川水位到達情報、記録的短時間大雨情報などの災害に関する情報が発表されます。
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（３）災害時の連絡先と通信手段の確認

災害発生時には、職員間及び外部との連絡が重要となります。職員間の連絡や職員の招集が速やかに行えるよう、夜間等職員が少ない時間に対応できる連絡体制を整備しております。また、電話、メール等の通常の連絡手段が通じない場合に備えて、災害用伝言ダイヤル（１７１）や携帯電話の「災害用伝言板」の利用など、緊急時の連絡方法を事前に定めます。
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　　ア　職員間や関係者との連絡体制の整備

　　　　  災害に備えて、職員間ではLINEで情報共有しています。
　　イ　利用者の家族との連絡体制の確立

　　　　　利用者の家族との連絡体制を確立するとともに、利用者の引き取り等の方法をあらかじめ家族との間で協議し、引き取り等に関する情報を予め決めています。
（４）避難を開始する時期と判断基準
　　　　市町村から発令された避難情報等を基に、施設の利用者の避難を開始する時期及び判断基準を記載します。
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（５）避難場所

　災害の種類や規模、災害時の状況に応じ、建物内の構造や収容人数、立地条件等についても考慮した上で、避難場所等の選定に当たっては、市町村が指定した避難場所を確認しております。
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（６）避難経路
（１）避難場所への避難経路（旧緑小学校）
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（７）避難方法

　　社用車３台による
（８）災害時の人員体制、指揮系統

　　ア　災害時の参集方法

　　　　　災害時の職員参集基準を定めるとともに、個々の職員について参集方法、参集に要する時間等を把握してください。電話やメールによる参集連絡文案を定め、定型文にして連絡の迅速化を図ります。

	例１
	○○です。

今△△にいます。

あと▽▽分で到着します。
	例２
	○○です。

■■のため参集できません。

××にて待機します。


　　イ　役割分担
	総括責任者
	入江真之（児童発達支援管理責任者）→不在時は入江純子
	・利用者家族への連絡
・関係機関との連絡調整
・利用者への状況説明

	情報収集班長
	清田愛美（児童指導員）
	・気象や災害の情報収集

・職員への連絡、職員や職員家族の安否確認

・避難状況の取りまとめ

	安全対策班長
	徳村　悠（児童指導員）
	・火元の点検、ガス漏れの有無を確認

・発火の防止と発火の際の初期消火

	救護班長
	梅田友子（児童指導員）
	・負傷者の救出及び安全な場所への移動

・応急手当及び病院などへの移送

	地域協働班長

	入江純子（児童指導員）
	地域住民、ボランティア団体及び近隣の社会福祉施設等への救援要請と内容の調整

	車両運転手
	中村三智代（児童指導員）､池本ひとみ（指導員）
前川　翼（保育士）
	・利用者の安全確認

・施設、設備の被害状況確認

・利用者の避難誘導

・利用者の家族への引渡し


（９）関係機関との連携体制

　　　　日頃から市町村や消防機関、近隣の病院、診療所、社会福祉施設等と連携体制を構築し、災害発生時の支援協力が得られるようしておきます。
	和水町健康福祉課
	０９６８－86－5724

	和水町社会福祉協議会
	０９６８－３４－２３９０

	玉名消防署三加和分署
	０９６８－３４－２６００

	板楠駐在所
	０９６８－３４－２６６６

	三加和公民館
	０９６８－３４－３０４７


（10）食料、防災資機材等の備蓄
備蓄品リスト：７日間分
	分類
	品名
	数量
	積算根拠
	保管場所

	食 料 等
	水（２ｌペットボトル）
	２０本
	定員１０名＋職員５名
	旧十町分校

	
	米（３０ｋｇ）
	2袋
	〃
	旧緑小

	
	非常食
	１5袋
	〃
	旧十町分校

	
	はし
	２０本
	〃
	〃

	
	スプーン
	２０本
	〃
	〃

	
	カップ
	２０個
	〃
	〃

	
	鍋
	２個
	〃
	〃

	
	茶碗
	２０組
	〃
	〃

	
	カセットコンロ
	２個
	〃
	〃

	
	ポリ容器等（生活用水）
	２個
	〃
	〃

	医薬品等
	医薬品
	１箱
	〃
	〃

	
	血圧計
	２個
	〃
	〃

	
	ティッシュ
	１０箱
	〃
	〃

	
	ウエットティッシュ
	５箱
	〃
	〃

	
	マスク
	１００枚
	〃
	〃

	
	ラップ
	５巻
	〃
	〃

	
	体温計
	４本
	〃
	〃

	情報機器
	ラジオ
	１台
	〃
	〃

	
	メガホン
	１台
	〃
	〃

	
	携帯電話（充電器を含む）
	各st
	〃
	〃

	
	無線機
	３個
	〃
	〃

	照　明
	懐中電灯
	各ｓｔ
	〃
	〃

	
	ローソク（ローソク台を含む）
	１００本
	〃
	〃

	
	携帯用発電機
	１台
	〃
	〃

	
	電池
	３０個
	〃
	〃

	暖房資機材
	石油ストーブ
	３台
	〃
	〃

	
	灯油
	１０ｌ
	〃
	〃

	
	携帯カイロ
	５０枚
	〃
	〃

	
	防災用マッチ
	１箱
	〃
	〃

	
	新聞紙
	１０日分
	〃
	〃

	移 送 用 具
	車いす
	１台
	〃
	旧緑小

	
	担架
	１基
	〃
	〃

	作 業 機 材
	スコップ
	５本
	〃
	旧十町分校

	
	のこぎり
	３本
	〃
	〃

	
	釘・金槌
	２００本
	〃
	〃

	
	バール・ジャッキ（1m）
	１本
	〃
	〃

	
	軍手
	１０枚
	〃
	〃

	
	長靴
	５足
	〃
	〃

	避 難 用 具
	地図
	各ｓｔ
	〃
	〃

	
	テント
	２張
	〃
	〃

	
	笛
	１個
	〃
	〃

	
	ナイフ
	３本
	〃
	〃

	
	ガムテープ
	３個
	〃
	〃

	
	ビニールシート
	３枚
	〃
	〃

	
	毛布
	６枚
	〃
	〃

	
	ゴザ
	２枚
	〃
	〃

	
	ロープ
	２本
	〃
	〃

	
	タオル
	３０枚
	〃
	〃

	
	ビニール袋
	６０枚
	〃
	〃

	
	生理用品
	２箱
	〃
	〃

	
	下着
	２０人分
	〃
	〃

	
	簡易トイレ
	１個
	〃
	〃


　　

４　非常災害対策計画の策定チェックシート　
	施設名
	
	施設種別
	
	市町村名
	


	
	点検項目
	点検結果
	改善時期

	
	
	はい
	いいえ
	

	１
	水害・土砂災害を含む非常災害対策計画が策定されているか。
	
	
	

	２
	非常災害対策計画に次の項目を盛り込んでいるか。
	
	
	

	(1)
	
	施設の立地条件
	
	
	

	(2)
	
	災害に関する情報の入手方法
	
	
	

	(3)
	
	災害時の連絡先及び通信手段の確認
	
	
	

	(4)
	
	避難を開始する時期、判断基準
	
	
	

	(5)
	
	避難場所
	
	
	

	(6)
	
	避難経路
	
	
	

	(7)
	
	避難方法
	
	
	

	(8)
	
	災害時の人員体制、指揮系統
	
	
	

	(9)
	
	関係機関との連携体制
	
	
	

	３
	令和２年に水害・土砂災害の場合を含む避難訓練が実施されたか。（実施していない場合は、「改善時期」の欄に実施予定時期を記入すること。）
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　避難訓練の実施例

１　実施回数
年1回

２　避難訓練の参加者
常勤職員、非常勤職員、利用児
３　想定する災害の種類
火災、地震、水害、土砂災害
４　避難場所
（１）火災発生時　　　旧緑小
（２）地震発生時　　　旧緑小
（３）水害発生時　　　旧緑小
（４）土砂災害発生時　旧緑小
５　避難場所までの避難目標時間

（１）火災の場合　　　4分
（２）地震の場合　　　4分

（３）水害の場合　　　4分

（４）土砂災害の場合　4分
６　避難訓練の内容
（１）避難目標時間内に迅速に避難できるかどうかの検証を行う。

（２）防災マップ及び施設内の避難経路のとおりに迅速に避難できるかどうかの検証を行う。

（３）災害時における役割分担表のとおりに迅速な対応ができるかどうかの検証を行う。

（４）職員の少ない時間帯での対応を想定した訓練を実施し、迅速に避難できるかどうかの検証を行う。

（５）消火器を使用した初期消火の訓練を行う。
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